
外郭団体との随意契約の見直しについて（取組結果）

（千円）

金額 実績 比率 相当額 比率

市長室 名古屋国際センターほか 3,326 0 0.0% 0 0.0%

総務局
名古屋市健康保険組合（H20
廃止）ほか

193,690 0 0.0% 0 0.0%

財政局 名古屋市土地開発公社 93,707 37,591 40.1% 25,544 27.3%

市民経済局
名古屋観光ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝﾋﾞｭｰﾛｰ
ほか

750,993 168,393 22.4% 185,388 24.7%

環境局
名古屋市ﾘｻｲｸﾙ推進公社
（H24廃止）

4,024,508 2,830,685 70.3% 0 0.0%

健康福祉局
名古屋市総合リハビリテーショ
ン事業団

1,601,959 73,944 4.6% 167,815 10.5%

子ども
青少年局

名古屋市教育スポーツ協会 2,053,265 109,420 5.3% 5,530 0.3%

住宅都市局 名古屋市住宅供給公社ほか 952,025 229,138 24.1% 236,257 24.8%

緑政土木局
名古屋市建設事業サービス財
団ほか

2,807,031 232,517 8.3% 214,764 7.7%

消防局 名古屋市防災管理公社 705,844 408,200 57.8% 157,054 22.3%

教育委員会 名古屋市防災管理公社 451,941 4,629 1.0% 38,564 8.5%

上下水道局 名古屋上下水道総合サービス 3,943,689 2,398,956 60.8% 1,175,812 29.8%

交通局 名古屋交通開発機構ほか 2,071,731 305,012 14.7% 331,514 16.0%

19,653,709 6,798,485 34.6% 2,538,242 12.9%

削減額 12,855,224 65.4% 17,115,467 87.1%

※競争性のある契約方式とは、競争入札や企画競争（コンペ等）による契約方式をいう

※契約先の外郭団体は23年度実績(23実績値がない局は20年実績時の団体名を記載）

※22年度、23年度時点で外郭団体から外れているものは算出根拠より除外

※23年度実績は、21年度以降の新規分を含まない（徹底検証ベース）

最終目標
（平成25年度）

市全体

契約局 契約先の外郭団体

競争性のある契約方式によらない随意契約

20年度実績 23年度決算


